第５期「京都市未来まちづくり１００人委員会」運営業務に係る企画提案募集要項

平成2６年２月
京都市総合企画局 市民協働政策推進室
１　募集の趣旨
　　京都市は，幅広い分野の市民の参加を得て，京都のまちづくりについて多様な観点から議論し，提言するだけでなく行動する「未来まちづくり１００人委員会」を，平成２０年９月に設置しました。

　　平成２６年度から第５期委員会を開始するに当たり，その運営を担う団体を選定するため，市民活動やボランティア活動を実施している様々な団体から，これまでの活動経験や多彩な発想に基づく企画提案を募集します。
＊「未来まちづくり１００人委員会」は“市民主導の運営”を特徴としており，従来型の審議会や委員会の枠組みに捉われない柔軟なものにするとともに，まちづくりや会議運営のノウハウや専門的知見，幅広い人的ネットワーク等を活用するため，ＮＰＯ等の市民活動団体に運営業務を委託しています。

＊１００人委員会の取組内容についての詳細は，別紙１「第５期「京都市未来まちづくり
１００人委員会」について」を参照してください。
２　業務の概要

⑴　業務の名称
　　第５期「京都市未来まちづくり１００人委員会」運営業務

⑵　業務の期間
　　平成２６年４月１日～平成２８年３月３１日（予定）
　　＊第５期委員会は約２年間の活動を予定していますが，各年度の予算成立等を踏まえて，
　　　１年ごとの契約を締結します。（本事業の予算が不成立等の場合には，契約できない場合があります。）
⑶　業務の内容
　詳細は，別紙２「第５期「京都市未来まちづくり１００人委員会」運営業務委託仕様書（案）」のとおりです。
⑷　提案内容

①　第５期委員会の運営に当たっての基本方針

　ア　第５期委員会の重点テーマと成果目標
　イ　第５期（約２年間）のスケジュール案

　　　＊「プロジェクトチーム編成～行動計画策定～具体的な行動～活動成果の社会への拡がり」という一連の流れを踏まえたもの

　ウ　委員のみならず幅広い分野の市民が参加できるような運営方法

　エ　企業や大学，ＮＰＯ，地域コミュニティ，行政等，多様な活動主体と協働・連携を進めるための方法

　オ　期間を通じて委員のモチベーションを高めるための工夫

②　委員の選定について

　　　ア　委員の選定・構成についての基本的な考え方

　　　イ　選定方法

ウ　想定される人選

③　委員会の運営体制について

　ア　有効な成果を生み出すための運営体制の基本的な考え方
　イ　委員が委員会活動に自発的・主体的に関わるための工夫
④　プロジェクトチーム活動の支援等について

　ア　多くの市民の問題意識，願望等が的確に反映された新たな課題を抽出し，活動テーマの設定を行う方法
イ　プロジェクトチーム活動が活性化し，取組の成熟度を向上させる支援体制・手法の工夫
　ウ　多様な活動主体との協働・連携を生み出すための支援の方法

エ　将来的に自立した活動へとつながるような支援の方法
⑤　委員会活動の広報について

　　　ア　広報についての基本的な考え方

　　　イ　多くの市民へ活動の輪を広げるためのアピールの方法

　　　ウ　多くの市民に認知され，市民活動全般の活性化に資するための工夫

　　　エ　その他，効果的な広報の方法

⑥　その他，活発で効果的な議論・行動が展開されるためのアイデアや工夫
　ア　委員会活動を通じて，委員の“学び”につなげていくための工夫
　イ　個々の委員や，運営するＮＰＯ団体等の持つ“強み”をいかすための工夫

　ウ　委員会の魅力・可能性を発揮し更に発展させるための工夫
　エ　地域コミュニティ活性化にも資するよう，各区役所・支所の事業等との連携方法や委員選定上の工夫
３　応募資格
　　原則として，次の基準を全て満たす団体とします。
　⑴　特定非営利活動法人（ＮＰＯ法人）又はボランティアグループ等の任意の非営利活動団体
⑵　京都市内に事務所を有するか，京都市内を活動の拠点としていること。

　⑶　事業の記録と成果報告ができること。
⑷　宗教活動や政治活動を主たる目的とした団体でないこと。
⑸　特定の公職者（候補者を含む。）又は政党を推薦，支持，反対することを目的とした団体でないこと。
⑹　暴力団でないこと，暴力団もしくは暴力団員の統制の下にある団体でないこと。
⑺　その他，公共の福祉に反する活動をしていないこと。
＊　上記⑵～⑺の条件を満たす団体同士の連合体で，代表団体が⑴の条件を満たす場合は応募が可能です。この場合，代表団体が，自らの名義，責任において応募していただくようお願いします。（代表団体以外の構成団体が⑴の条件を満たさない団体（公益法人，社会福祉法人，営利企業等）でも，応募できるものとします。）
４　応募手続等
⑴　提出書類
　　応募者は，次表に掲げる書類を提出してください。
　　また，提出書類には，必要事項を漏れなく記入してください。記入漏れや不備がある場合は，選考対象から外れる場合があります。

	企画提案書【様式１】


	１　団体の概要

＊連合体を構成する場合は，団体ごとに作成してください。

２　事業実施に関する提案内容

３　事業実施体制

４　運営経費内訳

	定款の写し
	任意団体にあっては，これに相当する書類の写し

	財産目録，賃借対照表，収支計算書，事業報告書
	最近２事業年度の実績（任意団体にあっては，これに相当する書類）
　＊団体の設立時期により実績のない年度については，提出不要です。


　＊その他，団体の概要，活動内容，活動実績などが分かる資料があれば添付してくだ
　　さい（様式は任意）。
⑵　提出期限
　　平成２６年３月１７日（月）午後５時（必着）
⑶　提出方法

　　応募書類は，郵送又は御持参ください。

　　持参される場合は，平日の午前９時から午後５時まで（ただし，正午から午後１時までを除く。）にお願いします。また，郵送の場合も当日必着とします。
　　　＊ＦＡＸ，Ｅメールでの提出は受け付けません。
⑷　提出部数
　　　５部（正本１部，副本４部）
提出された書類は，選定審査事務以外の目的には使用しません。また，提出された書類は返却できませんので，必ず控えをお取りください。
⑸　質問事項

　　本件業務に関する質問事項がある場合は，平成２６年３月１０日（月）までに，質問票（様式２）をＦＡＸ又はＥメールで送付してください。

５　選定方法

⑴　第１次審査（書類審査）
　提出された応募書類に基づき，提案内容と応募者の事業実施能力を審査し，第２次審査（プレゼンテーション）の対象となる団体を決定します。
第１次審査の結果については，全ての応募者に通知します。

⑵　第２次審査（プレゼンテーション）
第２次審査（プレゼンテーション）は，書類提出期限後，１週間を目途に実施します。日時，場所等の詳細については，第１次審査結果の通知の際にお知らせします。

なお，プレゼンテーションに参加しなかった応募者の企画提案は，選定対象から外れます。

⑶　評価基準
　　審査は，選定委員会において，以下の評価基準に基づき総合的に評価し，順位を決定します。このうち，第１順位の提案を行った応募者を受託候補者として選定します。
	評価基準
	評価のポイント

	提案内容（４０点）

	・　業務内容を十分に理解したうえでの的確な企画提案であるか。

・　提案書の内容が，独創的で有益な企画提案であるか。

・　提案書の内容が，実現性の高いものであるか。

	京都市政の理解度

（１０点）
	・　京都市政について十分理解したうえでの企画提案か。

	資料作成能力
（１０点）
	・　的確で分かりやすい資料を作成する能力があるか。

	実施体制（２０点）
	・　仕様書（案）に定められた業務を安定的に実施することができる実施体制か。

	業務実績（１０点）
	・　これまでに本業務の実施に類似あるいは関連する業務を実施した実績があるか。

	費用の合理性
（１０点）
	・　運営経費が提案内容に照らして妥当か。


６　委託契約

選定された団体は，京都市と委託契約を締結します。

⑴　契約時期

　　　平成２６年４月１日（予定）
　⑵　契約期間
　　　委託契約締結の日から平成２７年３月３１日まで

　　　＊第５期委員会は約２年間の活動を予定していますが，各年度の予算成立等を踏まえて，1年ごとの契約を締結します。（本事業の予算が不成立等の場合には，契約できない場合があります。）
⑶　契約に当たっての留意事項

　①　契約の条件として，別紙２「第５期「京都市未来まちづくり１００人委員会」運営業務委託仕様書（案）」の内容を満たす必要があります。なお，独自に提案いただいた部分については，契約の締結に先立ち，京都市と受託候補者との間で協議を行い，必要に応じて内容の一部を調整させていただく場合があります。
②　本事業を実施するために必要な経費内訳は，印刷経費，旅費・交通費，通信運搬費，消耗品費，会場使用料，人件費，その他必要経費とします。

③　本事業の委託費によって備品等の財産を取得することは，原則として認めません。

　　　　事業に必要な備品等は，極力リース又はレンタルで対応することとし，やむを得ず財産を取得する場合は，京都市と事前に協議するものとします。

　④　当該事業について，他の団体に一括して再委託することはできません。当該事業の一部を委託する場合も，京都市と事前に協議するものとします。
　⑤　本業務の実施により得られた成果は，京都市に帰属します。

⑷　運営経費（平成２６年度分）
　　１８，４００千円を限度とします。
＊プロジェクトチーム等の活動支援費（要精算）を含む金額となります。

＊平成２６年度予算は，平成２６年２月市会定例会で審議されることから，金額は予定額です。（本事業の予算が不成立の場合には，契約できない場合があります。）
⑸　成果物
①　報告書（中間報告）　　１部
②　定例会議及び連絡調整に係る会議の会議録　　各１部
③　本業務で取得又は作成した資料　　一式

④　上記①～③に係る電子データ　　一式
⑹　委託料の支払いについて

　①　委託業務の実施に要した経費の額と契約金額のいずれか低い額を支払います。

　②　委託料は原則として，業務完了後，京都市の検査により経費額を確定した後に支払います。ただし，受託者の財務状況等により，事前に一定額を支払う「概算払い」を行う場合があります。
７　その他

⑴　公募手続きにおいて使用する言語及び通貨は，日本語及び日本国通貨に限ります。

⑵　失格となる企画提案書

企画提案書が次の事項の一つに該当する場合には失格となる場合があります。

　　　なお，失格となった場合は，別途通知するものとします。

①　提出期限，提出先，提出方法に適合しないもの
②　指定する作成様式及び記載上の留意事項に示された条件に適合しないもの
③　記載すべき事項の全部又は一部が記載されていないもの
④　虚偽の内容が記載されているもの
⑶　全ての提出書類の作成・提出に係る費用は，応募者の負担とします。
⑷　提出された企画提案書は，選定審査事務以外の目的には，応募者に無断で使用しません。ただし，提案の内容については，今後の参考にすることがあります。
⑸　提出期限以降における企画提案書の差替え及び再提出は認めません。
⑹　全ての提出書類は，返却しません。

（様式１）

平成　　年　　月　　日

（あて先）

京都市総合企画局市民協働政策推進室

企　画　提　案　書

業務名称　　第５期「京都市未来まちづくり１００人委員会」運営業務　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　標記の業務について，仕様書等を十分理解し，内容について承諾のうえ，企画提案書を提出します。

　なお，応募資格の基準を全て満たしていること及び提出書類の内容について，事実と相違ないことを誓約します。
提出者　　　団　　体　　名　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　住所又は所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者　　　　　　　　　　　　　　　　㊞
　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　ＦＡＸ番号　　　　　　　　　　　　　　　　　

１　団体の概要

	団体名称
	
	法人格の

有　　無
	

	設立年月日
	

	住所又は所在地

（連絡先）
	〒


	
	電　　話

	
	Ｆ Ａ Ｘ

	
	Ｅメール

	
	ホームページＵＲＬ

	代表者名
	

	職員数

（役員は除く。）
	

	団体の設立

（活動）目的
	

	主な活動実績
	

	連合体を構成

する団体
	

	団体の財務状況
	２３年度決算  （収入額）　　　　　　　　　　　　　　　　円

（支出額）　　　　　　　　　　　　　　　　円

	
	２４年度決算　（収入額）　　　　　　　　　　　　　　　　円

（支出額）　　　　　　　　　　　　　　　　円

	
	２５年度予算　（収入額）　　　　　　　　　　　　　　　　円

（支出額）　　　　　　　　　　　　　　　　円


　　＊ 枚数は，２枚以上になっても構いません。
＊「団体の財務状況」については，団体の設立時期により実績のない年度の記載は不要です。
２　事業実施に関する提案内容
	①　第５期委員会の運営に当たっての基本方針

	

	②　委員の選定について

	

	③　委員会の運営体制について

	

	④　プロジェクトチーム活動の支援等について

	

	⑤　委員会活動の広報について

	

	⑥　その他，活発で効果的な議論・行動が展開されるためのアイデアや工夫

	


＊募集要項「２業務の概要　⑷提案内容」に沿って記載してください。
＊枚数は，２枚以上になっても構いません。
３　事業実施体制
	
	 氏名
	所属・役職
	担当する業務分野
	業務従事時間

	事業実施

責任者
	
	
	
	時間

	事業実施に従事する担当者
	
	
	
	時間

	
	
	
	
	時間

	
	
	
	
	時間

	
	
	
	
	時間

	
	
	
	
	時間

	事業実施体系図
	＊連合体を構成する場合は，各団体の役割分担も併せて記載してください。


＊枚数は，２枚以上になっても構いません。
４　運営経費内訳（平成２６年度分）
	費　　目
	経　費　内　訳
	金額（単位：円）

	
	
	印刷経費
	
	円

	
	
	旅費・交通費
	
	円

	
	
	通信運搬費
	
	円

	
	
	消耗品費
	
	円

	
	
	会場使用料
	
	円

	
	
	その他必要経費
	
	円

	
	小　　計
	
	円

	
	人 件 費
	
	円

	
	消費税及び地方消費税相当額
	
	円

	合 　　計
	
	円


＊経費の合計は，１８，４００千円（プロジェクトチーム等の活動支援費（要精算），消費税及び地方消費税相当額を含む。）以内としてください。
　＊経費内訳は，明細を記入するなどできるだけ詳しく記入してください。

（様式２）
第５期「京都市未来まちづくり100人委員会」運営業務に係る

質問票
（あて先）

京都市総合企画局市民協働政策推進室
　ＦＡＸ：０７５－２１３－０４４３
　E-mail：daigaku-shiminsanka@city.kyoto.jp
	団体名
	

	（質問事項）



	担当者名

及び連絡先
	担当者：

電　話： 

ＦＡＸ：


　　＊平成２６年３月１０日（月）までに，ＦＡＸ又はメールで送付してください。
　　＊枚数は，２枚以上になっても構いません。
■　応募書類の提出期限


平成２６年３月１７日（月）午後５時まで


応募書類の提出は，直接持参又は郵送に限ります。





■　受付及び問合せ先


京都市総合企画局


市民協働政策推進室市民協働担当（担当：吉田，福本）


〒604‐8571


京都市中京区寺町通御池上る上本能寺前町488番地


　（京都市役所　本庁舎3階）


　℡　075‐222‐3178　　 FAX　075‐213‐0443





■　その他


第５期委員会は約２年間の活動を予定していますが，各年度の予算成立等を踏まえて，１年ごとの契約を締結します。（本事業の予算が不成立等の場合には，契約できない場合があります。）





問合せ先及び提案書提出先


〒604-8571


　京都市中京区寺町通御池上る上本能寺前町488番地（京都市役所本庁舎３階）


　　京都市総合企画局市民協働政策推進室市民協働担当（担当：吉田，福本）


　　　TEL　075-222-3178　　FAX　075-213-0443


　　　E-mail　daigaku-shiminsanka@city.kyoto.jp





■　応募書類等は，京都市総合企画局市民協働政策推進室市民協働担当のホームページからダウンロードできます。


http://www.city.kyoto.lg.jp/sogo/page/0000115682.html 
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